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1．郵便物発着量

1985年6月の調査日1日あたりの内国郵便物は、3802万2035通である。

そのうち、発信、着信とも同一の都道府県(自県)内(自局内は除く)が42.7

％で、同じく引受郵便局(自局)内が17.3％となっている。郵便物の自県内

発着分を除くあて地をみると、東京都を第1位とする県が35県、第2位と

する県が10県と圧倒的に東京都が多くなっている。一方、東京都からの発

信を第1位とする県は33県に達し、そのはか大阪府または自県の隣接県を

第2位、第3位としている県が多い。また、発信量が着信量を上回るのは、

東京、大阪、愛知、宮城、広島、奈良の6都府県で、他の道府県はすべて

着信量が発信量を上回っている。なお、郵便物は、自県内発着の割合が、

第1種(定型)・第2種で高く、小包や特殊通常の普通速達で低くなってい

る。

1985年4月から1986年3月までの 1年間の内国郵便物は、170億7146万

5000通で、長期増加傾向の中で史上最高の取り扱い量となった。これを種

類別に見ると、第1種41.8％、第2種28.3％、第3種7.0％、第4種0.1％、

年賀18.2％、選挙0.1％で、合わせて普通通常郵便物が95.6％、書留1.6％、

普通速達2.0％で、合わせて特殊通常郵便物が3.6％である。また、小包は

普通0.8％、書留、普通速達0.1％で、合わせて0.9％である。

情報化社会の進展の中で、郵便は、他の通信手段への競争力の強化を図

るため、輸送ネットワークを充実して、送達速度の向上を図り、また、需

要者のニーズに応じるため、ふるさと小包などの郵便サービスを開発・推

進している。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、1985年6月に実施された「あて地別引受郵便物数調査」に基

づき1日の内国郵便物の発信量、発着量を表わしたものである。

〔主な資料〕

1.郵政省，昭和60年度郵政統計年報

1．国際郵便

1987年4月から1988年3月までの1年間に日本から発信した外国あて郵

便物は、1億952万通で、その内訳は、通常郵便物98.0％、小包2.0％であ

る。一方、日本へ着信した外国からの郵便物は、1億4718万通で、その内

訳は、通常郵便物98.6％、小包1.4％である。なお、郵便物の取り扱いは、

日本から発信した89.1％、日本へ着信した80.3％が航空便である。

主な国別の日本への発信量をみると、アメリカ合衆国が3716万通(全体

の25.2％)で最も多く、次いで、イギリスが1574万通(10.7％)、西ドイツ

が896万通(6.1％)で、一方、日本からの着信量は、アメリカ合衆国が3213

万通(全体の29.3％)で最も多く、次いで、イギリスが614万通(5.6％)、台

湾が588万通(5.4％)である。

通常郵便物の種類は、航空便では、書状が発信67.4％、着信56.8％と多

くを占め、船便では、印刷物が発信92.3％、着信88.0％と多くを占めている。

小包は、発信、着信とも航空便が船便より多く、その割合は発信60.2％、

着信55.1％である。

〔凡例と作図の要点〕

小包のうちSAL(発送依頼は船便で実際には航空輸送を行った郵便物)

は、船便に含めた。

〔主な資料〕

1.郵政省資料

2．電話の普及状況

我が国の電信、電話の電気通信事業は、従来、国内間は日本電信電話公

社が行っていたが、1985年4月1日からの通信の自由化に伴って、日本電

信電話公社は民営となり、日本電信電話株式会社(NTT)となった。1987

年9月からは、さらに国内間の市外電話サービスの分野に、新たに新事業

者3社が加わり電話サービスが始まった。

日本電信電話株式会社による1989年3月31日現在の電話の契約加入数は、

5033万9千である。人口100人あたり契約加入数では41.3台であり、これ

は、1972年の20.8台に比べて約2倍の増加となっている。電話の契約加入

数には、一般加入電話と集団電話があり、一般加入電話が9割を占めてい

る。また、一般加入電話には、住宅用と事務用があり、そのうち、住宅用

が約7割、事務用が約3割の割合で、1986年以降、事務用の伸び率が住宅

用の伸び率を上回っている。

日本電信電話株式会社による1988年4月～1989年3月までの1年間の電

話の発信数は、677億9812万回で、その83.4％が発信と同一の都道府県(自

県)内である。自県から他の都道府県への発信先をみると、東京都を第1

位とする県が17県、大阪府を第1位とする県が8県で、そのほか地方内の

隣接県を第2位としている県が多い。

市外電話サービスの新事業者3社の契約数は、1988年9月30日現在、

277万であり、1988年3月31日現在の186万に比べて約1.5倍の伸びとなっ

ている。

〔主な資料〕

1.日本電信電話株式会社資料

2.郵政省資料

2．無線局

1988年3月31日現在の無線局数は、448万1283局である。その内訳は、

簡易無線局216万4147局、陸上移動局119万6738局、アマチュア局を始めと

する主要無線局95万4389局、その他16万6009局である。主要無線局の内訳

は、固定局4.6％、放送局3.1％、基地局4.9％、無線呼出局0.3％、アマチ

ュア局86.4％、その他0.7％である。

主要無線局の最も多い利用分野をみると、固定局では防災行政、放送局

ではテレビやラジオ放送、基地局では陸上運輸、無線呼出局では電気通信、

アマチュア局ではアマチュア無線などである。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、1988年3月31日現在の無線局のうち、主要無線局について

表わした。主要無線局とは、無線設備の設置場所等が固定された無線局を

いい、15区分を6区分にまとめた。そのうち、その他とは、航空固定局、

海岸局、航空局、携帯基地局、陸上移動中継局、無線航行陸上局、無線標

定陸上局、地球局、標準周波数局、特別業務の局などが含まれている。

〔主な資料)

1．郵政省，昭和62年度郵政行政統計年報

3．放送による情報量

我が国の1987年4月から1988年3月までの1年間の総供給情報量は、

4.14×10　ｗ(ワード)で、その内訳は、放送、通信などの電気通信系が

99.5％、郵便、印刷などの輸送系が0.5％、鑑賞の空間系が0.0％である。

また、総消費情報量は、1.27×10　ｗで、その内訳は、電気通信系が93.3

％、輸送系が6.7％、空間系が0.0％である。

電気通信系のうち放送による供給情報量は、4.12×10　ｗで、その内訳

は、テレビ76.0％、ラジオ13.2％、有線テレビ10.7％、有線ラジオ0.1％

である。中でもテレビは総供給情報量の75.6％を占めている。一方、放送

による消費情報量は、1.17×10　ｗで、その内訳は、テレビが90.6％、ラ

ジオ1.9％、有線テレビ5.6％、有線ラジオ1.9％である。

放送による1人あたりの供給情報量(全国平均)は33億9185万ｗで、その

消費情報量は9665万ｗである。これを都道府県別にみると、供給情報量が

全国平均を上回っているのは、三大都市圏の都府県を中心とする16都府県

で、また、消費情報量が全国平均を上回っているのは、23道県である。な

お、栃木、群馬、埼玉、兵庫の4県は、供給情報量および消費情報量とも

全国平均を上回っている。

放送による供給情報量に対する消費情報量の割合である1人あたりの情

報消費率は、1977年から1987年の間に、5.2％から2.8％へと情報化の進展

の中で低下傾向にある。これは、テレビ放送などのチャンネル数の増加や、

総放送時間数の増加に対し、テレビ放送の視聴時間がそれほど増加してい

ないことが主な要因である。

〔凡例と作図の要点〕

総供給情報量とは、供給側が受信側に対して消費可能な状態で提供した

情報の総量をいい、総消費情報量とは、実際に消費された情報の総量をい

う。

〔主な資料〕

1.郵政省，昭和62年度情報流通センサス

2.郵政省，昭和62年度地域別情報流通量推計結果

3．通信による情報量

1987年4月から1988年3月までの1年間の電気通信系のうち通信による

情報量は、8.55×10　ｗ(ワード)で、その内訳は電話･移動電話27.9％、フ

ァクシミリ2.4％、専用データ通信67.5％、電報･符号伝送・公衆データ通

信2.2％である。

1987年の通信による情報量は、1979年に比べて約3倍の伸びである。そ

のうち、公衆データ通信は296.5倍、移動電話は96.8倍、ファクシミリは

22.3倍と2桁台以上の伸びなのに対し、電報は1.1倍、電話は2.0倍、符号

伝送は3.1倍、専用データ通信は3.4倍と1桁台の伸びである。2桁台以上

の伸びを示す公衆データ通信、移動電話は、1979年に新たに登場したもの

である。

通信による1人あたりの情報量(全国平均)は、70万4000ｗである。これ

を都道府県別にみると、東京都が223万6000ｗで最も多く、次いで、大阪

府140万1000ｗ、香川県80万5000ｗ、福岡県70万6000ｗと続き、これら4都

府県のみ全国平均を上回っている。

〔主な資料〕

1.昭和62年度情報流通センサス

2.昭和62年度地域別情報流通量推計結果

郵便物数の推移

(郵政統計年報から作成)

郵便物の割合

(1985)

(郵政統計年報から作成)

国際郵便の種類別割合

(1987)
日本の発信1億952万通

日本の着信1億4718万通

(郵政統計年報から作成)

国際郵便の地域別割合

(1987)
日本の発信

日本の着信

(郵政統計年報から作成)

加入電話数の推移

業務用

住宅用

(通信白書から作成)

人口100人あたりの電話の加入数

(通信白書から作成)

主要無線局の推移

(郵政行政統計年報から作成)

無線局の主な用途別の割合

(1987)

(郵政行政統計年報から作成〉

放送による供給･消費
情報量の推移

(地域別情報流通量推計結果から作成)

放送による情報消費率の推移

(地域別情報流通量推計結果から作成)

通信による情報量の推移

(地域別情報流通量推計結果から作成)
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郵便物発着量． 国際郵便

(単位万通)

日本の総着信量 14,718万

日本の総着信量 10,952万

1日あたり発着量

郵便物発着量

発 信

着 信

発信数

都道府県名鳥取

15

着信数

発信・着信の地方

北 海 道

東 北

関 東

中 部

近 畿

中 国

四 国

九 州

自 県

国 際 郵 便

発信・着信量 日本の着信量

航空便 船便

日本の発信量
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電話の普及状況． 電線局

(単位1,000万回)

人口100人あたりの加入契約数

43以上

41以上

39以上

37以上

35以上

35未満

43未満

41未満

39未満

37未満

(単位100局)

電話の普及状況

発信数
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発信先の地方

北 海 道

東 北

関 東

中 部

近 畿

中 国

四 国
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無 線 局

種 別

固定局

放送局

基地局

無線呼出局

アマチュア局

その他

無 線 局 数
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放送による情報量． 通信による情報量

鳥取

1722

(単位兆ワード)

都道府県名

供給情報量

消費情報量62

(単位100億ワード)

都道府県名

情報量

70万ワード以上

60万ワード以上 70万ワード未満

50万ワード以上 60万ワード未満

40万ワード以上 50万ワード未満

30万ワード以上 40万ワード未満

30万ワード未満

40億ワード以上

35億ワード以上 40億ワード未満

30億ワード以上 35億ワード未満

25億ワード以上 30億ワード未満

20億ワード以上 25億ワード未満

20億ワード未満

1人あたり供給情報量

放送による情報量

種別

テレビ

ラジオ

有線テレビ

有線ラジオ

供給情報量

消費情報量

通信による情報量

種別情報量

鳥取
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